研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　　職　種　ソーシャルワーカー　　氏　名　清水　博己

	期　　間　　平成１９年　３月２６日　～　平成１９年　３月２７日

	出張目的　　平成１８年度全国精神障害者社会復帰施設協会　施設長研修会参加のため

	出 張 先　　TFTビル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察：焦点は既に「障害者自立支援法をどうとらえるか」ではなく、「法をどう活用するか？」また、「介護保険へのシフト」が注目されている。これまでの研修会では、自立支援法は悪法だ、変えるべきだ、というような意見が多く聞かれていたが、法律ができてしまった以上は、変える事はできない。それをいかに活用し、施設が生き残っていくのか、を考えなければいけない。法律上不都合がある場合には３年の見直しで改訂していく。その為には、現場からの「声」を行政にアウトプットしていかなければいけない。介護保険へのシフトで、高齢福祉との一本化というのは通過点であり、厚生労働省は障害者、高齢者、児童を巻き込んだものにしていく構想も研修の中で見え隠れしていた。障害福祉だけではなく、地域を巻き込んだ社会全体の視点が必要になってくる事を感じた。

基調講演Ⅰ「精神保健福祉のこれまでとこれから」　　顧問　谷中　輝雄

自立支援法の施行になり、精神障害者とその方を取り巻く人達の事を考えていかなければいけない。

今、転換点である。自分たちが創造していく、他の障害分野のいいところを取り入れていく事が必要。

鹿児島での取り組み

アンケートを実施し、その結果

　・法律の中身が分からない　　・煩雑　　・事務量の増加

　などが挙げられていた。病院は、利用料の負担が増え、その事についての説明はした。施設は、施設利用料をとって運営費にあてる。包括払いであった補助金が、自立支援法では実績払いとなり利用者の確保ができるのか先行きの不安がある。旧体系であると目減りしていく補助金の不安もある。特に地方で安定した運営ができるのかが不安だ、との事。施設職員をリストラせざるを得ない。リストラしないまでも賃金の高いベテラン施設長を病院へ異動しさせて賃金の削減を試みるところもあった。

従来の福祉の考えを捨て、企業として施設事業を考えなければいけない。例えば人員配置で施設事業は、大学を出たての新人PSWを育てる配置として給料が安いので、昇給になるまでGHを借りて住まわせる方法を考えている。４０歳で昇給が止まり、６０歳定年、その間にバーンアウトしないようにしなければいけない。これからの精神保健福祉は国民全般の心の健康を考える事が必要である。そのためには施設が生き残っていく事が必要。

元宮城県知事の浅野氏は、精神障害福祉が遅れているという事を懸念し、３障害の縦割りを壊さなければ、３障害の足並みをそろわない。精神障害は契約をして施設を利用していた。社会復帰施設が社会事業法の１種であれば社会福祉法人のみであり、社会復帰施設が２種となったので医療法人でも設置が可となった。医療法人が施設の設立に参加をしなければ施設の増加はなかった。

精神障害分野には、福祉だけではなく医療もいれる事が必要である。法上で障害者基本法に明記された事が大きい。しかし、具体的サービス内容の明記はない。

精神障害の遅れを取り戻すためには、作業部会をつくりブレインストーミングする。それは、一人が言い出して、みんなでその勢いにのる。もはや施設の時代ではない、「働く場」と「住む場」を分離して支援をしていかなければいけない。例えば、障害者年金を１０倍払い、サービスを買う事も必要なのではないか。

「７．２万人（当時８万人）の社会的入院を退院させるとホームレスを生む」と言われた事があったが、９９年法改正が転換点で、社会的入院患者を地域へ帰す動きになった。地域へ帰す事になったが、その帰した後の責任は市町村の責任か？責任はDrがとる事としていたが、厚生省から出されたQ&Aでは実施主体は事業所、その責任は市町村長となっていた。アメリカは実績があがらなければ２～３年で予算打ち切りとなる。アメリカでの支援の主体はアウトリーチ型であってACTではない。日本でいう地域生活支援センターが一般的。市町村を中心とした３障害が一元化となり、市町村が計画をたて自立支援システムの整備をする。効果的なサービスがされるであろう。

今までは個々の適応がされていたが、これからは市町村で住める環境整備をしてもらいたい。市町村の許容範囲を広げる整備が必要。

障害者で夢のある人に対し、今までは「あきらめさせる」ようにしたが、これからは「やってみる」ように、これからはハイリスク・ハイサポートをしけばいいが、なかなか日本は困難に思う。

日本では失敗したらスタッフのせいであり、本人の能力を信じていない。

これからの時代は、３障害だけの問題ではない、子供の問題も考えなければいけないし、統合失調症と病名のつかない若者（人格障害）が増えている。国民全部を福祉の対象にしていく。例えば学校としてのソーシャルサービスをしていく事ができる。

地域は地域全体が抱えている問題を一人一人が考え、支え支えられるように素敵な街をつくる。街づくりに貢献しなければいけない。地域を掛け釣り回ることが必要となりコミュニティソーシャルワーカーも必要であり、個別のソーシャルワークももちろん、地域を変えていく。専門職だけではなく地域住民がインフォーマルネットワークを作っていく事が必要。不登校にはスクールソーシャルワーカーが対応し、家で訪問指導をしたり、引き篭もりのためのケースマネジメントをしていく。

建物に人をあてがった時代は終わり、シェルター（ショートステイ）で短期の訓練をする。訓練期間が長いと安住してしまう。そのためには生活訓練は地域の中でやってみる。サービスを使わなくてもよい人はそのままで地域で暮らしてもらう。もし自立支援法で悪いところは、３年の見直しで改訂してもらい、使える法律になるようにして、つかえるところは使う。部分で修正する。例えば単価が安い事は、声をだしていかなければいけない。インプット、アウトプットをして社会を変えていくのがSWとしての役割である。

考察：今までの安楽とした仕事ではいけない。選ばれる施設にならなければいけない。その為には、対象を障害者だけではなく、地域を巻きこんだものにしていく。その為には、一人ではなく様々な専門職を巻き込む事が必要であると感じた。

障害者自立支援方の現状と課題について

　　　厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部

　利用者負担への配慮（福祉サービス）

　原則　　サービス費用の1割（定率負担）⇒所得段階に応じた月額上限＋食費、光熱水費

　考え方　新たなサービス利用者増となり、今後さらにサービス量を拡大していくための費用を障害のある方も含め、みんなで支えあう

　しかしながら、生れついて障害のある方など稼得機会が少なく負担能力の乏しい方への一層の配慮が必要である。これに加え

　負担に係る配慮措置

　○月額上限は、税制や医療保険で「被扶養者」とならない限り障害者とその配偶者の所得で適用。

　○障害年金以外にほとんど収入・資産のない方に特別配慮

　・入所施設、GH利用者⇒月収６．６万以下の方は定率負担をゼロとし、食費等の負担のみに。

　・地域で暮らす方（ホームヘルプ、通所利用者）⇒低所得に課税世帯の一部の月額上限を４分の１に

　・これらの措置を講じても生活保護となる場合⇒生活保護にならない額にまで減額

　○食費、光熱水費についても、低所得者と課税世帯の一部は軽減

　国の障害福祉関係予算　障害福祉関係予算は、自立支援法の施行後、１０％を越える伸び

　サービス規模　給付費、利用者ともに増加⇒地域の障害福祉サービスは自立支援方の下で着実に充実

　利用者負担　きめ細かな負担軽減措置により、実際の利用者負担は１割負担となっていない⇒さらに、利用者負担には上限が設定されているため、重度の方ほど負担率としては低くなる。

　工賃水準の向上、一般就労への移行、地域生活への移行に関する好事例

　宮城県の知的障害者授産施設

　施設を開設するにあたり、地域の実情や収益性等を考慮し、高級豆腐の製造・販売を開始。その後、各種アドバイザー等との連携を図り、新商品を開発する事で収益の向上を続け、開設から８年で平均工賃５６，０００円を実現（この間の売上も２倍に増加）

　障害者雇用の状況について（就職件数の推移）

　主な理由

　①契機の改善傾向により、障害者も含めた全体の求人が増加した

　②ハローワーク職員のきめ細かな対応（面接の同行）

　③トライアル雇用、ジョブコーチ支援の活用

　④障害者就業・生活支援センターと連携した支援

　⑤雇用率未達成に対する指導強化

　⑥障害者自立支援法の施行により、福祉施設との連携が構築され、就職支援が効果的になった

　障害者自立支援法の円滑な運営のための改善策について（Ｈ１８年１２月２６日）

　①利用者負担の更なる軽減

　②事業者に対する激変緩和措置

　③新法への移行等のための緊急的な経過措置

　就労支援と地域生活支援等につての一層の取り組み



「福祉から雇用へ」推進５ヵ年計画の考え方

対象者は、障害者だけではなく生活保護受給者、母子家庭等も含めたもの

· 福祉を受ける方に対して、可能な限り就労による自立・生活の向上を図る

· 緒についたばかりの福祉事務所等とハローワークの連携による「福祉と雇用の連携」施策、地方自治体における自立支援策の加速

· 「福祉から雇用へ」実効性を高めるため、関係機関の連携を促進するとともに、産業界等の理解・協力を得ながら「福祉から雇用へ」推進５ヵ年計画として実施

重点戦略

1 地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開

・障害者就業・生活支援センターを全障害保健福祉圏域に設置（約４００ヶ所）

・各省庁、各自治体における障害者に対する「チャレンジ雇用」の推進拡大

・障害者に対する「就労移行支援事業」を全国展開するとともに、全都道府県において「工賃倍増５ヵ年計画」による福祉的就労の底上げ推進

・Ｈ１９年までに「生活保護の就労支援プログラム」を全自治体で策定

・母子家庭等就業・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子育て女性重点支援拠点を全国展開

2 ハローワークを中心とした「チーム支援」

・ハローワークを中心い福祉関係者等と連携した「就労支援チーム」の体制・機能

・ハローワークにおける「就労支援アクションプラン」の推進により、支援対象者の就職率を６０％に引き上げ

3 障害者雇用促進法制の整備

・短時間労働、派遣労働を活用した雇用促進、中小企業における雇用促進等を図るための障害者雇用促進法制の整備

4 関係者の意識改革

・関係者の意識改革を通じた雇用機会の拡大

　　障害程度区分

　　○障害程度区分について、様々な指摘、意見がある

　　○円滑な運営のための改善策（１１月３０日自民党より）

　　○障害程度区分については、知的障害、精神障害を中心に、身体障害を含め、各々の障害特性を反映した区分がでるよう、コンピューター判定のあり方を含む抜本的な見直しを行う。

　　○まずは各関係者がどのような課題を認識しているかを把握する。

　障害者自立支援法の３年度の見直し

　検討すべき主な課題

1 障害児に対するサービス

· 障害児の自立を支援するための発達支援

· 障害児の家族を含めたトータルな支援（家族支援）

· 子供のライフステージに応じた一貫した支援（乳幼児期から青年期まで）

· できるだけ身近な地域における支援

2 障害者の範囲

発達障害者など

3 所得の確保のあり方

4 その他

考察：自立支援法に関する様々な緩和措置が講じられているが、社会福祉法人やNPO法人で活用されているようだ。就労支援については、ようやく厚生、労働とが手を組んだ施策のような感じを受けるが、実際に活用できるかは疑問だ。障害程度区分は、これから見直しを行うだろう、という事だった。程度区分については、現場から区分判定が覆るような情報を発信していかなければいけないと思う。

　

分科会へ向けての提言

　（社福）全国精神障害者社会復帰施設協会　組織・広報委員長　上野　一郎

（１）現行の自立支援法について

　　自立支援法はなくならない。ここでのりきるしかない。経営力を身につけなければいけない。

（２）介護保険へのシフトについて

　　自民党は介護保険との合併はできない・難しい、という見解だ。

　　今後、障害者、高齢者、子供をセットでやる支援が必要となる。理由はそれぞれの分野に予算措置が難しいため。本当は、専門性を伴う施設でやれる事が望ましい。

　　イギリスの例では、１０万人都市に法人が１～２つが理想であり、多くのサービスを１つの法人で行う。法人が多いとサービス量が多く予算が多くなる。日本は法人が多い。良い法人は「医療法人」？「社会福祉法人」？と聞かれ、福祉サイドの発言では、利用者、患者を抱え込みしない法人となる。日本では経営のしっかりした法人、多角経営できる法人、経営基盤のしっかりした法人、との事。NPO法人は悪い法人なのか？もしトヨタが福祉へ参入してきたとしたらどうなるのだろうか。

　　障害者、高齢者、子供をセットで支援する施設は、国は認めている。もし大企業が参入してきたら福祉業界はどうなるのか。セットでの支援は全精社協は反対している。カリスマ的な存在であった谷中氏の時代は終わり、社会の１企業として施設は運営をしていかなければいけない。

　　自立支援法で、○○人以上は減算の対象はというのは、コロニー解体のためである。地域生活支援事業は、丸投げではなく丸逃げである。理由は財政がないため、市町村にどんどんと現場からの声をだしていく事が必要。現場の声で介護保険法をつかいやすいようにしたように、自立支援法を変えていかなければいけない。そのために情報は伝達するのが協会の役目だが、自分から得ることが必要である。県のリーダーシップはできていない状況である。

退院促進事業、特別アドバイザー派遣事業などを柔軟につかってほしい。今後国から県に指導していく予定である。県の事業でアドバイザーがくる（国の１０割負担）国の情報をアドバイザーを通して伝達していきたい。
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相談支援


・相談支援体制整備（地域自立支援協議会）


・特別アドバイザー派遣事業





その人らしい


地域での暮らし





地域での住まいと暮らしの支援


・ケアホームにおける重度障害者への対応


・ＧＨ，ＣＨの整備推進


・居住支援（厚労省）とあんしん賃貸支援事業（国交省）の連携











就労支援


・工賃倍増計画による利用者の所得確保の推進


・職場実習先の確保


・現行の融資制度、助成金の活用促進


・就労支援ネットワークの構築促進








